
 

JARA、西日本豪雨被災地を支援  

   

 株式会社JARA（北島宗尚社長）はこのほ

ど、7月に発生した西日本豪雨の被災地域で被

災車両の引き上げ活動を行った。活動は現在も

継続中ではあるが、全国の会員企業の協力のも

と、述べ約170名で三週間に亘る期間の中で完

了の見通しが立つ状況にまで至っている。 

 発生直後、JARAグループの土門志吉会長を

本部長とした災害対策本部を即座に立ち上げ、

被害が深刻であった岡山県倉敷市真備町や広島

県東部域、近郊河川の決壊に伴う被災車両の引

き上げ対応を決定した。両者は現地に赴き、車

両の保管場所となるヤードを真備町の北に確保

し、近隣の会員企業と連携しながら引上げを開

始した。広範囲での被災の上、被災地の交通網

も停滞しており、活動は当初困難を極めたが、

駆け付けた全国の会員企業の中には東日本大震

災時での引上げに尽力した経験を持つ人員も多

く、事故や怪我等もなく進めることができた。 

 今回、大手損害保険会社との情報共有・連携

で大いに役立ったのが、今回初めて採用された

スマートフォン用専用のビデオチャットアプリ

である。被害状況の査定では、保管ヤードから

損保会社にいるアジャスターへ映像を送信でき

るため、効率的な被害調査を可能にした。  

 

 (JARA広報部) 

 

 

                                                                           

 

JARAグループ、 

フロントマンステップ1研修会 

を開催 

   

 JARAグループ（土門志吉会長）はこのほ

ど、静岡県裾野市のあいおいニッセイ同和自動

車研究所東富士センターで「2018 JARAフロ

ントマンステップ1研修会」を開催した。参加

者は、リサイクル部品のフロント業務や板金塗

装（BP）作業の研修などを通じて、フロント

マンとしての対応力向上を図った。 

 3日間行われた研修会では、昨年に続いて2

回目となる「板金塗装（BP）体験セミナー」

をカリキュラムに組み込んだ。外板パネルのキ

ズや凹みについて、どのような作業工程を経て

修復しているのかを理解することを目的とする

もので、使用済み自動車からのリサイクル部品

生産や顧客への提案力向上に反映していく。      

 BPセミナーは、ドアパネルの凹みの補修作

業を行った。同研究所の講師が作業内容の解説

をした後、参加者全員が補修箇所の塗膜剥離、

凹み部分の引き出し、パテ付けと研ぎ、プラサ

フ塗装までの補修作業を実践した。また、セミ

ナーでは、車体整備事業者の視点に立ったリサ

イクル部品について座学を行うなど、リサイク

ル部品の活用促進に結びつける内容とした。参

加者は「板金塗装の仕事の難しさがわかっ

た」、「キズの状態に応じた提案をしていきた

い」などと話した。  

 車体整備事業者は、BP作業でリサイクル部

品の外板パネルを使う際、キズや凹みがあって

も使いたいという声もある。JARAでは、車体

整備事業者に、正確な形状説明を行うなど、リ

サイクル部品の活用促進に結びつける。 

 (日刊自動車新聞8月16日) 

アジア自動車環境フォーラム、 

今秋にインドで開催  

参加など受付 

 第11回アジア自動車環境フォーラ（AAEF）

が10月31日～11月2日の3日間、インド・

ニューデリーで開催される。現在、アジア自動

車環境フォーラム日本委員会（劉庭秀委員長）

は、NPO法人全日本自動車リサイクル事業連

合（JARA、髙橋敏理事長）を窓口として参加

受付、問い合わせなどを受け付けている。 

 同フォーラムは2008年に韓国・ソウルで初

めて開催された。アジア各国の自動車リサイク

ラーや行政機関、学術機関、自動車メーカーが

一堂に会する国際会議で、自動車の環境問題や

リサイクル産業に関する情報交換を行うことを

目的にしている。 

 11回目を迎える今年のテーマは

「AUTOMOTIVE RECYCLING IN INDIA 

PATHWAY TO THE FUTURE ―

TOWARD SUSTAINABLE SOCIETY―」。

ツアーでは本会議に出席するほか、インドのリ

サイクル市場の視察も行う。今回の開催国とな

るインドは世界第二位のスクラップ輸入国。ア

ジア諸国から使用済み自動車（ELV）のスク

ラップを含む多くのスクラップを輸入してい

る。        

         (日刊自動車新聞8月16日) 

AAEF2017の様子 



 

不適切修理に賠償金35億円、 

日本の車体整備業界も要注意 

 

 自動車の修理をめぐる米国での賠償命令が

日本の車体整備業界で話題になっている。

ルーフの修理にメーカー指定の溶接ではなく

接着剤を使用した結果、衝突事故時に火災が

発生し、乗員が大怪我をしたとして、車体整

備工場側が3150万ドル（約34億8千万円）の

賠償を命じられたものだ。日本では米国のよ

うな巨額の賠償命令が下る可能性は低いもの

の、メーカー指定の要件を順守していない

ケースは少なからず存在すると見られ、近い

将来、対岸の火事と傍観していられなくなる

かもしれない。        

 発端となった事故は2013年秋に米国で起き

た。ホンダ「フィット」とトヨタ自動車の

ピックアップトラック「タンドラ」が衝突。

フィットは大破後に炎上し、ドライバーと同

乗者は車内に閉じ込められて大やけどを負っ

た。   

 フィットは中古車として購入したもので、

前のオーナーが雹（ひょう）の被害に遭い、

ルーフ交換を行っていたことが判明。しか

も、ホンダが指定するスポット溶接ではな

く、接着剤で交換したルーフを固定してい

た。また、フィットオーナーが契約していた

保険会社が車体整備工場に対し、修理費用を

浮かすために接着材の使用を強要したとい

う。被害者の代理人を務めた弁護士は「（保

険会社は）自動車利用者の安全よりも利益を

優先するよう修理工場に強要した」と語っ

た。 

 車体整備工場は「（接着剤による）パネル

接合方法は（溶接と）同等の効果を持つと考

えられる。修理工場はホンダのエンジニアの

先を行っていた」と主張したが、メーカー指

定の修理手順を順守する「I―CAR」の認定工

場でもあり、メーカーが要請する溶接をしな

かったことには変わりない。結果として陪審

員団は昨秋、不適切な修理と乗員被害の因果

関係を認め、車体整備工場に賠償金の支払い

を命じた。30億円を超える賠償金には、米国

で認められている懲罰的な損害賠償分が含ま

れるとみられる。懲罰的損害賠償が認められ

ず、精神的な損害を慰謝料として裁判所が算

定する日本では、これだけ巨額な賠償命令が

出る可能性は極めて低い。 

ただ、修理難度の高い超高張力鋼板の採用が

広がり、先進安全技術のエーミング（機能調

整）作業も求められる今、整備や板金塗装工

場はメーカーが指定する工具や修理手順を順

守し、作業記録を残さないと、思わぬ紛争に

巻き込まれかねない。 

 

(日刊自動車新聞8月24日) 

 

解体登録事業所の減少続く、 

10年で1千事業所以上 

  

 利用拡大に期待 自動車リサイクルで解体

工程を担う登録事業所数が、この10年で1千

事業所以上も減少していることがわかった。

2017年度は前年度比13・7％減の4933事業

所となり、08年度と比べると1674事業所減

少した。登録事業所のうち当該年度に移動報

告を行った事業所である稼働事業所も同程度

減っており、使用済み自動車（ELV）の発生

減や資源価格の上下動、後継者難など、解体

事業者を取り巻く厳しい経営環境が浮き彫り

になった。 

 ELVの解体処理を行う登録事業所は年々減

少を続けている。過去10年のうちピークは08

年度の6607事業所。以降、漸減傾向で、14

年度は5917事業所で6千事業所割れ、17年度

は一気に5千事業所を下回ることになった。 

 一方、登録事業所に占める稼働事業所の割

合は高まった。ここ数年は65％前後で推移し

てきたが、17年度は71・5％に上昇。10年度

以来7年ぶりに70％代を回復した。 

 登録事業所総数が減少する一方で、1事業所

当たりの引取報告件数を分析すると、処理規

模が比較的大きい事業所へ集中している様子

が鮮明になっている。 

 17年度の引取報告件数が少規模の「1～

10」は17事業所減少、「11～100」は106事

業 所 が 減 少 し た が、逆 に「101～1千」

「1001～1万」は16事 業 所 の 増 加、「1万1

～」も4事業所増加した。 

 解体業者として登録されている業種には

「解体／破砕等」のほか、「新車販売」「中

古車販売」「自動車整備」がある。解体／破

砕等が全体の約8割を占めているが、17年度

の登録事業所数は08年度比956事業所減の

3892事業所だった。また、稼働事業所は同

916事業所少ない3161事業所となった。 

 

(日刊自動車新聞8月23日) 

 

 

 

CO2削減数値（SPLシステム） 

リユースパーツ使用によるCO2削減効果

参考値 平成30年07月 

2,547t 
※一般、中・大型含む車を修理する際、新品

部品を使用して修理する場合に出るCO2排出

量とリサイクル部品を使用して修理する場合

のCO2排出量の差がCO2削減数値になります。 

 

一般社団法人日本自動車リサイクル部品協

議会と早稲田大学環境総合研究センターが

LCA（ライフ・サイクル・アセスメント）の

考え方に基づき共同開発した「グリーンポイ

ントシステム」より参照。 

 

 

不適切な修理と 

事故被害の因果

関係が 

認められた 

（イメージ） 






